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 平成 30年度事業の推進に向けて～都道府県・指定都市社協常務理事・事務局長会議 

Topics 
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■ 平成 30 年度事業の推進に向けて～都道府県・指定都市社

協常務理事・事務局長会議 
 

1 月 26 日、平成 29 年度 都道府県・指定都市社協常務理事・事務局長会議を開

催しました。平成 30 年度全社協事業の重点や取組方針等について説明し、都道府

県・指定都市社協をめぐる情勢と課題について情報を共有しました。（参加者 78 名） 

全社協 髙井 康行副会長は開

会挨拶において、平成 29 年度は、

改正社会福祉法の全面施行ととも

に幕を開けた年であった。新たな制

度に適合した組織・事業経営を行う

ことができているのか、今後もさまざ

まなかたちで評価や確認が行われ

るものと思う。都道府県・指定都市

社協ならびに関係種別協議会と連

携し、社会福祉法人がわが国の社会福祉の主たる担い手として、将来に渡って国民

の期待や要請に応え続けられるよう、今後も必要な取組みをすすめてまいりたいと、述

べました。 

また、国の政策動向について、平成 30 年度は、将来の社会福祉のありように大きく

関わる施策が展開する重要な 1 年となる。地域共生社会の実現に向けた施策の推進、

生活困窮者自立支援法の改正、介護報酬・障害福祉サービス等報酬改定、待機児童

の解消や介護人材の処遇改善の促進など、いずれも社協、民生委員・児童委員、社

会福祉法人・福祉施設の活動に関わりの深いものであり、都道府県・指定都市社協の

皆様とともに、その動向や影響を把握し、適宜対応してまいる所存であると、述べまし

た。 

来賓として出席された厚生労働省 社会・援護局 竹垣 守地域福祉課長は、地域

共生社会の実現に向けては、本年（平成 30 年）4 月から施行される改正社会福祉法

に基づき、各市町村は、今後、地域における包括的な相談支援体制の整備に取組む

ことが規定される。あわせて、市町村地域福祉計画、都道府県地域福祉支援計画が

各福祉分野の計画の上位計画に位置づけられたことに伴い、昨年（平成 29 年）12 月

にガイドラインの見直しを行った。こうした取組みを通じて、さまざまな生活課題を抱え

ながらも、住み慣れた地域で自分らしく暮らしていくために、地域の住民がお互いに支

特 集 

出席した都道府県・指定都市社会福祉協議会常務理

事・事務局長 
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えあいながら地域をともにつくっていく、といった地域共生社会の実現をめざして取組

みをすすめている。社協においても、行政と緊密な連携のもと、効果的な支援体制の

構築に向けてますます重要な役割を担っていただくよう、さらなるご理解・ご支援をお

願いしたいと、述べられました。 

また、生活困窮者自立支援制度、生活保護制度の見直しへの対応、社会福祉法人

制度改革における社会福祉充実計画の策定、地域における公益的な取組の定着に

向けた取組み、福祉人材確保への総合的な取組み、災害被災地への継続した支援

等、さまざまな分野での取組みについて、地域福祉の中核としての社協の協力が必要

不可欠であるとし、さらなる取組みをお願いしたいと、社協への期待を語られました。 

その後、全社協 野崎 吉康事務局長は、福祉制度・政策動向と重点的取組事項・

課題及び平成 30 年度全社協事業の重点（「1．地域共生社会の実現に向けた市区町

村段階の地域福祉推進の基盤強化」、「2．福祉人材の確保および職員処遇の改善と

サービスの質の向上」、「3．社会福祉諸制度の改革等への対応」）について説明しま

した（詳細は下記「平成 30 年度 全社協重点事業（案）主な事業項目」をご参照くださ

い）。 

さらに、全社協の各部所長より、次のことについて説明しました。①地域共生社会の

実現に向けた社協活動の推進（「我が事・丸ごと」の施策への対応等）について、②生

活困窮者自立支援制度の見直しへの対応について、③生活福祉資金貸付事業等を

めぐる動向と課題について、④民生委員・児童委員活動の強化（制度創設100周年を

ふまえた取組み）について、⑤新たな貸付事業（介護福祉士修学資金貸付事業等）に

ついて、⑥社会福祉法人制度改革への対応状況について、⑦社会福祉法人による

地域における公益的な取組について、⑧保育士等のキャリアアップ研修の実施体制

について、⑨新しい社会的養育ビジョンへの対応について、⑩福祉人材の確保・育

成・定着に向けた取組みについて、⑪「福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程」に

ついて、⑫「介護職員実務者研修通信課程」について。 

 

 

平成 30 年度 全社協重点事業（案） 

主な事業項目 

Ⅰ．地域共生社会の実現に向けた市区町村段階の地域福祉推進の基盤強化 

1．市区町村社協の組織、事業基盤の強化 

・地域共生社会の実現に向けた市区町村社協の組織、事業基盤の強化への取り組

み。 

・「市区町村社協経営指針」の改定。 

・「社協・生活支援活動強化方策」（第 2 次アクションプラン）の推進による全国の市区

町村社協の事業基盤強化。 
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・各自治体における地域福祉計画並びに各市区町村社協における地域福祉活動計

画の策定・見直しの促進、 地域福祉推進基盤整備のための提言や必要な財源措置

の明確化等の取り組みの推進。 

2．社協と施設法人の協働による「地域における公益的取組」の推進 

・「地域における公益的な取組」の都道府県・指定都市段階の広域の取り組み並びに

市区町村の段階の取り組みの推進・普及。 

3．生活困窮者自立支援事業の受託促進と地域における支援体制づくりの推進 

・生活困窮者自立支援事業の社協での事業受託の促進、社会福祉法人での取り組

み強化、各地域における支援体制づくりへの取り組み。 

 

Ⅱ．福祉人材の確保および職員処遇の改善とサービスの質の向上 

1．福祉・介護人材の確保、育成、定着に向けた取り組みの推進 

・「地域を支える福祉人材確保・育成・定着の緊急対策」（平成28年 3月）を踏まえた、

福祉人材確保対策の推進。 

・福祉人材確保に関する好事例の収集、普及。福祉の職場に対するポジティブな評

価の形成に向けた取り組みの強化。 

・保育士等キャリアアップ研修と種別協の研修体系、研修内容との効果的な連携。 

・離職介護福祉士等の届出制度の周知徹底、業務システムの改修の実施。 

2．福祉サービスの質の向上に向けた取り組み 

・「福祉サービスの質の向上推進委員会」における関係組織との連携による第三者評

価の受審促進並びに苦情解決の取り組みの一層の普及・推進。 

・福祉施設・事業所における福祉サービス第三者評価事業のさらなる受審促進に向け

た取り組みの推進。 

・都道府県運営適正化委員会における苦情・相談受付・解決状況の調査・分析と、各

都道府県社協および福祉施設・事業所への情報提供、活動支援の実施。 

・福祉施設等における権利擁護の理念の徹底、より一層の意識向上のための取り組

み。 

 

Ⅲ．社会福祉諸制度の改革等への対応 

1．社会福祉法人制度改革への対応 

・社会福祉法人制度改革に関する実施状況の把握と情報発信、各種支援事業の実

施。 

・「地域における公益的な取組」の全国的な実施とその取り組みの発信の推進。 

2．生活困窮者自立支援事業の見直しに向けた対応 

・生活困窮者自立支援法の改正を踏まえた、市区町村社協における取り組みの推

進、都道府県社協による広域的な支援・人材養成等についての取り組みの推進。 
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・自立相談支援事業の受託の推進ならびに取り組みの強化、任意事業の受託の推

進、都道府県社協による広域支援の拡充等の推進。事業を受託していない社協にお

ける自立相談支援機関との連携強化等の推進。 

・施設法人での取り組み強化、社協との協働事業の実施など、支援の厚みを増す取り

組みの推進。 

3．子ども・子育て支援施策の見直しに向けた対応 

・子ども・子育て支援新制度の施行 5 年後の見直し（平成 32 年度）に向けた課題整

理、対応と意見表明、要望活動等の実施。 

・社会的養育に関する都道府県推進計画の見直しに向けた取り組みの推進。社会的

養護関係施設における家庭養育環境の整備、里親支援、地域子育て支援等の展開

の促進と、社会的発信等の取り組み。 

・児童虐待防止策や子どもの貧困問題への支援策についての調査研究事業、各種研

修事業への取り組み。 

・全国退所児童等支援事業連絡会における社会的養護施設等退所児童等支援協働

アクション事業の実施、平成 31 年度以降の同連絡会の活動方針の検討。 

4．障害保健福祉施策の拡充への取り組みの推進 

・障害者権利条約の批准と障害者差別解消法施行を踏まえた、地域社会における障

害の理解促進など啓発活動の展開。 

・改定障害者総合支援法の施行、障害福祉サービス等報酬改定による影響等の検

証、さらなる制度見直しや次期報酬改定に向けた取り組み。 

・優先調達推進法の課題整理と一層の活用促進に向けた対策の検討、都道府県の

共同受注体制の整備と活動の充実強化に向けた取り組みの推進。 

5．高齢者福祉・介護諸制度等の拡充への取り組みの推進 

・認知症高齢者が安心・安全に地域で生活するための支援と仕組みづくりについての

課題整理、必要な取り組みの明確化と推進。 

・新地域支援構想会議における、新たな介護予防・日常生活支援総合事業への移行

にともなう課題や定着に向けた取り組みの推進。 

・医療・介護・福祉等全国組織の参画による介護保険制度や地域共生社会の実現に

向けた取り組みの推進。 

・地域包括支援センター、在宅介護支援センターの機能強化に向けた取り組みの推

進。 

6．政策委員会の運営を通じた調査研究、提言、要望活動の推進 

・政策委員会構成組織との協働による提言・要望。 

・根拠のある政策提言や予算要望等に向けたデータベースの構築・活用の検討。 

・「全社協福祉懇談会」の開催。 
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Ⅳ．地域福祉推進基盤の拡充と福祉活動・サービスの推進 

1．権利擁護、日常生活自立支援および虐待防止に関する取り組みの推進 

・日常生活自立支援事業、成年後見制度等の取り組みの推進と、地域における総合

的な権利擁護体制構築の推進。 

・障害者権利条約、障害者虐待防止法、障害者差別解消法の一層の理解促進に向

けた、地域社会における障害者の権利擁護にかかる啓発活動の推進。 

・子ども家庭福祉の推進基盤の形成に向けた取り組みにおける、児童虐待防止・早期

発見につながる取り組みの推進。 

2．生活福祉資金貸付事業の充実 

・生活困窮者自立支援制度の見直しを踏まえた生活福祉資金貸付事業とのより効果

的な連携の確保の推進、社協の立場から貸付制度の今日的意義や関係者の役割等

の検討。 

・会計検査院の意見表示や年金担保貸付事業の廃止等への適切な対応。 

・貸付事務費の確保への取り組み。 

3．民生委員・児童委員活動の一層の推進 

・民生委員制度創設 100 周年記念事業の総括、さらなる制度発展への取り組みの推

進。 

・「民生委員制度創設100周年活動強化方策」の具体化、「全国児童委員活動強化推

進方策 2017」の具体化に向けた取り組み。 

4．新たな貸付事業の運営支援 

・介護福祉士修学資金、保育士修学資金等貸付事業など、都道府県・指定都市社協

における各種貸付事業の実施状況の分析・評価、改善に向けた取り組み。 

5．ボランティア・市民活動の振興、地域における福祉教育の推進 

・「市区町村社協ボランティア・市民活動センター強化方策 2015」の推進、普及。 

・ボランティア・市民活動の実態調査の実施。 

・「ボランティア全国フォーラム」等の開催による全国的な連携・協働によるボランティ

ア・市民活動の推進・強化。 

・「社会的包摂に向けた福祉教育」プログラムに係る事例集の周知・普及。 

 

Ⅴ．福祉人材確保、育成への取り組み 

1．福祉人材センター機能と事業の強化 

・離職介護福祉士等の届け出制度の届出者確保に向けた広報活動のより一層の拡

充、円滑な再就職支援。 

・福祉人材センターの機能強化に向けた取り組みの一層の推進。センター相互の情

報共有と連携強化、共同事業や連携・協力事業の全国的な普及・拡大への取り組

み。 
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・中高年齢層や、未就業の女性等への啓発、キャリア支援専門員等の実践を通じて蓄

積されたノウハウ維持策の検討など、マッチング機能のさらなる充実強化。 

2．中央福祉学院研修事業の充実 

・「介護福祉士実務者研修課程」の実施県・市社協における円滑な研修運営支援、未

実施県・市社協への実施の促進。 

・「福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程」の実施促進。 

・「社会福祉士養成通信課程（短期養成課程）」の円滑な実施。 

・研修管理システムの機能強化に向けた改修等。 

 

Ⅵ．社会福祉に関する国際交流・支援活動の推進 

・国際交流・支援会員制度の会員の拡大。 

・国際社会福祉協議会（ICSW）および同北東アジア地域（NEA)の活動への加盟・参

加。 

・アジア社会福祉従事者研修、修了生支援事業の実施、修了生の母国における福祉

活動への支援。 

・スタディー・ツアーの実施。 

 

Ⅶ．広報事業及び参考図書刊行事業の充実・強化 

1．広報事業の充実・強化 

・社協、施設法人、民生委員・児童委員等の活動に関する広報の積極的な推進。 

・「全社協 Action Report」の発行・配信、一層の内容の充実。 

・プレスリリースの配信等による広報機能の充実・強化。 

・社会福祉事業（施設）、活動や重点課題に関する動画等のホームページ上への公

開。 

・「全社協 ANNUAL REPORT」の作成。 

2．参考図書刊行事業の企画内容の充実・販売強化 

・月刊雑誌および参考図書の内容の充実。 

・参考図書刊行事業の企画の充実、時宜にかなった企画・刊行に向けた取り組み。 

・月刊誌の定期購読者の継続促進、購読者の拡大に向けた方策の検討など、月刊

誌・参考図書の販売促進と広報宣伝の強化。 

 

Ⅷ．都道府県・指定都市社協の連絡調整・支援、本会経営管理体制の強化 

1．都道府県・指定都市社協の経営のあり方に関する検討、提示 

・都道府県・指定都市社協の経営に関する委員会及び指定都市分科会における「福

祉ビジョン 2011 第 2 次行動方針」に基づく事業・活動の促進。 

・生活困窮者自立支援制度の見直し、セーフティネット関連事業に関する制度・予算
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の組み換え等に向けた経営課題の整理とその対応に向けた検討。 

2．新霞が関ビルの安定経営の確保、ロフォス湘南の管理・運営 

・新霞が関ビルの安定経営確保に向けた良質なビル環境の維持、設備更新等の実

施。 

・ロフォス湘南の施設利用の促進、中長期修繕計画を踏まえた設備更新等の実施。 

3．「全国社会福祉団体職員退職手当積立基金」の運営 

・安定的な制度運営の推進と適切な資産運用の推進、加入団体に対する適宜・適切

な情報提供の実施。 

4．より適正な業務執行体制の確立 

・第二期中期経営計画を踏まえた、事業の重点化、効率化の促進と、ガバナンスの強

化に向けた取り組み。事務局機構・体制の強化に向けた計画的な実施。 

・適正な事業執行体制と内部統制機能の強化。都道府県・指定都市社協への情報提

供を通じた社協全体のガバナンスの向上の促進。 

 

Ⅸ．大規模災害対策の推進および大規模災害被災地福祉関係者の支援 

・「大規模災害対策基本方針」に沿った体制整備と必要に応じた見直し。 

・東日本大震災や熊本地震等の大規模災害被災地への必要な支援の検討、継続的

な活動を実施。 

・本会「緊急事態に対する業務継続計画（BCP）」に基づく緊急時の円滑な対応。 
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■ 法人経営に必要な要素を学び、ミドルマネジャーの育成をめざ

す～平成 29年度 社会福祉法人経営塾 
 

全国社会福祉法人経営者協議会（会長 磯 彰格）は、1月 17～18日、「平成 29

年度 社会福祉法人経営塾（後期）」を開催しました（参加者 60 名）。 

本講座は、社会福祉法人が公益性・

非営利性を遺憾なく発揮するため、次

世代経営幹部として、社会福祉法人の

経営に必要な要素を実践的に学ぶこと

で、自法人の経営課題を検証する力を

身につけ、自法人に貢献するミドルマネ

ジャーを育成することを目的としていま

す。 

プログラムは「前期」「中期」「後期」の 3期で構成されており、9月に「前期」、11月

に「中期」を開催し、各期の間には自法人での、講座で学んだことの実践にも取組

みました。 

「後期」では管理者のコミュニケーションやチームマネジメント手法について理解

を深めるとともに、最終日には経営者講演として、株式会社加賀屋 代表取締役社

長の小田 與之彦 氏にご講演いただきました。小田氏は、「お客様に頼まれる前に、

お客様のニーズをキャッチし一歩前に応えるという最高のおもてなしを提供すること

が、加賀屋のモットーである『笑顔で気働き』である」と話し、すべてはお客様に満足

いただくことを目的として社内で行われている、さまざまな取組みを紹介いただきま

した。また、気働きができる社員がいるからこそ、お客様に満足していただいているこ

とを強調し、母子寮付企業内保育園や、料理自動搬送システムの導入等により、社

員満足度の向上への取組みに力を入れていることをお話しいただきました。 

本講座をとおして、ミドルマネジャーとしての自己リーダーシップのスタイルや、自

法人・自職場の強みや弱み、経営課題について分析する力が養われたことで、受

講者には社会福祉法人としてより一層、質の高い経営につなげることが期待されま

す。 

 

 

Topics 
 

経営塾の様子 
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■ 都道府県推進計画見直しに向けた社会的養護関係施設の役

割・機能について議論～全社協・政策委員会：新たな社会的

養育ビジョンに関する検討会（第 1回、第 2回） 
 

平成 29 年 8 月 2 日に公表された「新しい社会的養育ビジョン」への対応課題の整

理と今後の取組みについて検討するため、政策委員会に設置した「新たな社会的養

育ビジョンに関する検討会」（以下、検討会）の第 1 回会合（平成 29 年 11 月 22 日）、

第 2 回会合（平成 30 年 1 月 16 日）を開催しました。 

国の社会保障審議会児童部会・社会的養育専門委員会は、改正児童福祉法の理

念や、「新しい社会的養育ビジョン」で示された基本的な考え方をふまえ、現行の都道

府県推進計画について、当初の予定を 1 年前倒した 30 年度の計画見直しに向けて

議論しています。 

計画の見直し要領の骨子案が平成 30 年 1 月下旬に示される予定で、併せて推進

計画に反映するために、乳児院・児童養護施設の多機能化・機能転換、里親支援等

のフォスタリング機関事業に関する PT（プロジェクトチーム）が並行して開催されていま

す。 

一方で、昨年末に示された平成 30 年度予算案（家庭福祉対策関係）は、従前の里

親委託率の向上や施設の小規模化・地域分散化等の拡充をはかるとしつつも、ビジョ

ンを具現化する十分な財源の裏付けがないなかで計画の見直しがすすめられる懸念

があります。 

検討会では、推進計画の見直しに向けて対応をはかること・施設の多機能化など、

新しい社会的養育ビジョンへの当面の対応課題を整理し、社会的養護関係種別協議

会（全国児童養護施設協議会、全国乳児福祉協議会、全国母子生活支援施設協議

会）それぞれが現在直面している状況や、今後の取組みについて意見交換をしました。 

推進計画の見直しの動きは、3 月に見直し要領の発出を予定とのことであり、30 年

度に見直し検討、31 年度計画の実行の予定です。ついては、推進計画見直し策定後

の都道府県の社会的養護体制に格差が生じることがないよう、各都道府県において

計画・方針等を確認することが必要です。 

検討会の協議資料は、全社協・政策委員会ホームページからご覧ください。 

 

【新たな社会的養育ビジョンに関する検討会(資料)】 

http://zseisaku.net/information/ 

 

 

↑URL をクリックすると全社協・政策委員会ホームページへジャンプします。 

http://zseisaku.net/information/
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■ 支援課題の共有等を通じ、児童養護施設における自らの役割

や使命を確認～平成 29年度 全国児童養護施設中堅職員

研修会 
 

全国児童養護施設協議会（会長 桑原 教修／以下、全養協）は 1 月 17～20 日、

「全国児童養護施設中堅職員研修会」を開催し、各施設で支援の中核的な役割を担

う中堅職員約 240 名が全国から参加しました。 

3 日間のプログラムでは、人材育成の取組み

やチームケアの理解、養育の質の考え方や子

どもへの接し方等を学ぶとともに、最終日には

半日をかけてグループワークを実施し、日ごろ

感じている課題や問題意識を参加者間で共有

するなどして、互いに研さんを積みました。 

児童虐待や子どもの貧困など、子ども子育て

をめぐる社会問題が近年クローズアップされ、ま

た平成 29 年 8 月に国の有識者会議が提言をとりまとめ、社会的養護への関心が高ま

るなか、本研修会は参加者にとって施設内における自らの役割や使命を確認する場と

なりました。 

なお、本研修会は、3 月にも東京で開催する予定です。 

 

 

■ 目をそらさない覚悟、継続し続ける覚悟をもって虐待防止に取

組む～平成 29年度 障害者虐待防止リーダー職員研修会 
 

全社協では、1月22～23日、187名の参加者を得て、平成29年度 障害者虐待防止

リーダー職員研修会を開催しました。 

昨年度に引き続き開催した本研修会は、全国身体障害者施設協議会（会長 日野 

博愛／以下、全国身障協）、全国社会就労センター協議会（会長 阿由葉 寛）、全国

厚生事業団体連絡協議会(会長 大西 豊美)の各会長等からなる全社協障害関係種

別協会長会議のもとに運営委員会（座長：全国身障協 白江 浩副会長）を設置し、プ

ログラムの企画・運営を行いました。 

研修会の開会にあたり、白江座長より「『覚悟』を持って研修に参加し、講師あるい

は参加者から一言でも良いので、2日間の学びで得たものを自分の施設、法人、自分

自身のなかに広めてほしい」と挨拶し、参加者へ期待を寄せました。 

その後、片桐 公彦 氏（厚生労働省 虐待防止専門官）による障害者の権利擁護

に関する施策動向に関する行政説明と、竹之内 章代 氏（東北福祉大学 総合福祉

研修会の様子 
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学部社会福祉学科 准教授）による「施設・事業所における虐待防止リーダー職員の

あり方」をテーマとした講義を行いました。 

続くオープンディスカッションでは、「事例からみる福祉施設・事業所に求められる利

用者の権利擁護・虐待防止に向けた取組み」と題し、実際に発生した2つの虐待事例

の発表をもとに、虐待が発生した要因、その後の対応や施設の取組みを考え、利用者

の権利擁護・虐待防止について、支援現場としてどのような視点から課題を的確に捉

え、適切な支援につないでいくべき

かについて考察しました。 

2日目は、午前中のグループディ

スカッション（分散会）において、他

施設の取組み等を学び、午後の全

体会において、各分散会ごとの議

論を共有するとともに分散会座長、

竹之内氏によるコメントをいただき、

組織として虐待を防ぐためのポイント

等について学びました。 

 

 

■ セルプ士の地域における実践を通じて社会就労センターのこれ

からを考える～平成 29 年度 リーダー養成ゼミナール修了生

フォローアップ研修会 
 

全国社会就労センター協議会(会長 阿由葉 寛)では、『次代を担う人材育成』を主

眼に実施している「リーダー養成ゼミナール」の修了生を対象として、学びと交流の場

を提供するために「リーダー養成ゼミナール修了生フォローアップ研修会」を毎年度開

催しています。 

本年度は、「セルプ士の地域における実践を通じて社会就労センター（SELP／セル

プ）のこれからを考えよう」をテーマに、１月 16～17 日に 35 名の参加者を得て開催し

ました。 

1 日目は、桑原 隆俊制度・政策・予算対策委員長による情勢説明「障害福祉制度

改革の動向について」から始まり、平成 30 年度の障害福祉サービス等報酬改定を中

心に説明がなされました。 

「リーダー養成ゼミ修了後の地域・事業所における取組」と題した実践報告では、若

手セルプ士 3名から就労支援、事業、人材育成に関する報告をいただきました。 

全体会グループ発表の様子 
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2 日目は、「A 型事業における就

労支援」、「精神障害者への就労支

援」に関する課題提起の後、グルー

プ討議を行いました。参加者同士の

活発な意見交換が行われ、その後

の発表では、「A 型事業は一般就労

への移行という機能以上に、セーフ

ティ―ネットとしての機能を果たすよ

うになるのではないか」等といった討議内容が発表されました。 

 

 

■ 「地域包括ケアシステムの深化・推進と地域共生社会の実現に

向けた今後の連携」をテーマに意見交換～高連協懇談会を開

催 
 

高齢者保健福祉団体連絡協議会（会長 青木 佳之／以下、高連協）は、1 月 15

日、高齢者保健福祉・介護に関係する入所・入居系施設の全国組織に参加を呼びか

けて懇談会を開催し、「地域包括ケアシステムの深化・推進と地域共生社会の実現に

向けた今後の連携」をテーマに意見交換を行いました。 

懇談会には、高連協の構成組

織である全国地域包括・在宅介

護支援センター協議会の青木 

佳之会長（高連協会長）、（公社）

全国老人福祉施設協議会の松

本 敦副会長（高連協副会長）

のほか、（公社）全国老人保健

施設協会の三根 浩一郎副会

長、（一社）日本慢性期医療協会の安藤 高朗副会長、（公社）日本認知症グループ

ホーム協会の河﨑 茂子会長、（一社）全国軽費老人ホーム協議会の川西 基雄会長

の 6 団体 6 名と、オブザーバーとして、厚生労働省の濵谷 浩樹老健局長、定塚 由

美子社会・援護局長、竹垣 守社会・援護局地域福祉課長にご出席いただきました。 

前半は、濵谷老健局長から「地域包括ケアシステムの深化・推進の実現に向けた取

組」について、定塚社会・援護局長から「地域共生社会の実現に向けた取組」につい

てそれぞれ情勢説明がありました。後半は、情勢説明を受けて、各団体の認識や取組

み、課題と思っていること等について、オブザーバーも交えて自由な意見交換を行い

研修会の様子 

懇談会の様子 
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ました。青木高連協会長からは、「医療も介護も人材育成や研修など『人』を中心とし

た取組みをすすめていくことが重要である。また、今後は『地域』をキーワードに、従来

の縦割りを横にしていく取組みについて、国や自治体、各団体とともに考えていきたい」

旨の発言がありました。 

今後もこのような場を持つことの重要性が出席者間で共有され、懇談会の定期的な

開催を通じて全国組織相互のより良い関係性を構築し、連携して対応すべき課題等

について議論していくことを確認しました。 

 

 

■ ホームヘルパーが行う生活援助の専門性について再確認し、

サービスの質の向上に資する～ホームヘルプの質を高める研修

会 
 

全国ホームヘルパー協議会（会長 神谷 洋美）は 1月10～11日に「ホームヘルプ

の質を高める研修会」を開催しました。 

冒頭の行政説明では、厚生労働省 老健局 振興課の宮本 和也基準第一係長か

ら、介護保険制度の動向と平成 30 年度介護報酬改定等に関する説明がありました。 

シンポジウムでは、「自立支援における生活援助の役割～住み慣れた地域での生

活を支えるために」をテーマに、廿日市市社会福祉協議会会長の蛯江 紀雄 氏を

コーディネーターに迎え、利用者の自立支援における生活援助の果たす役割とその

専門性を学びました。 

シンポジストの内田 千恵子 氏

（日本介護福祉士会 理事／事務

局長）、松川 竜也氏（神奈川県介

護支援専門員協会 副理事長）か

らは、それぞれの専門職の視点か

ら生活援助やホームヘルパーが発

揮している役割・専門性についてお

話しいただきました。また、小林 聖

子 氏（全国ホームヘルパー協議会 

監事／訪問介護事業所ラ・サンテふよう 管理者）からは、実際の支援事例をもとに、

どのような視点を持って利用者とかかわり、身体・生活状況の改善や悪化の予防につ

ながったかなどのお話しいただきました。 

2 日目は、シンポジウムの内容もふまえ、「ホームヘルパーの専門性を考える」を

テーマとしたグループ討議を行い、利用者の在宅生活における自立を支援するホー

左からコーディネーター：蛯江紀雄氏 

シンポジスト：内田千恵子氏、松川竜也氏、小林聖子氏 
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ムヘルパーが発揮している具体的な専門性を明らかにするとともに、住民や利用者、

他の専門職にその専門性をいかにして理解してもらうか等について協議しました。

ホームヘルパーは、日常的に利用者宅へ支援に入るからこそ心身の状況の詳細な把

握と適切なアセスメントを可能とする専門職であり、在宅生活を支える要であることが確

認されました。 

また、社保審介護給付費分科会において平成 30年度介護報酬改定に向けた生活

援助のあり方が議論されたことを受け、ホームヘルパーが行う生活援助の専門性と

サービスの質の一層の向上について再確認しました。 

 

 

■ 都道府県域・広域で発生する災害への支援のあり方を協議～

平成 29 年度 都道府県・指定都市社協災害ボランティアセン

ター担当者連絡会議 
1 月 19 日、都道府県・指定都市社会福祉協議会の災害ボランティアセンター担当

者会議を、75 名の参加により開催しました。 

平成 29 年は、九州北部豪雨、秋田県豪雨、台風 18 号・21 号などの甚大な災害が

続いて発生しました。災害ボランティア活動への関心と参加の高まりのなか、九州北部

豪雨災害で福岡県朝倉市社協が運営した災害ボランティアセンターでは、4万 5千人

以上のボランティアを受け入れました。また県社協やブロック派遣により、災害ボラン

ティアセンター運営支援に関わる職員派遣も行われています。 

一方、被災者への支援は災害ボランティアセンターの活動終了後も続きます。九州

北部豪雨災害では、発災時から県域や県をまたいだ広域的なネットワークにより、社

協と NPO 等の多様なセクターが協働し、現在も継続した支援が続けられています。発

災時から長期的な復興に向け、都道府県域・

広域における多様な支援団体の平時からの

ネットワークづくりと、協働による支援が一層

重要になっています。 

このようななか今回の会議では、都道府県

域・広域での支援のあり方、役割や機能、推

進方策を検討するため、全社協が平成28年

度に設置した「都道府県域における同時多

発・広域災害への支援のあり方委員会」の検討成果をプログラムに反映しました。 

具体的には、昨年発災した災害時の対応と課題を、各府県社協の実践をとおして、

都道府県域・広域支援の観点から委員会委員を交えて検証を行いました。また委員

会委員によるシンポジウムでは、都道府県域・広域のネットワークを災害時に具体的に

会議の様子 
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機能させ、被災者の生活再建を迅速に

支援するために、平常時から必要とな

るネットワーク間の連携・協働のあり方

及び都道府県・指定都市社協が持つ

べき視点を考えました。 

とくに、豊富な支援経験を持ち、都道

府県域・広域ネットワークの動向も捉え

てきた、NPO などの多様なセクターの関係者で構成される委員会委員からのアドバイ

スから、都道府県・指定都市社協災害ボランティアセンター関係者は新たな気づきを

得られました。 

  

ブロック（地域）別に分かれての協議の様子 



 

 17 

 

 
 

    
 

 

 
 
 

■ 【内閣府】子ども・子育て会議【1月 17日】 

子ども・子育て支援新制度に関する予算案（平成 30 年度当初・平成 29 年度補正）

及び子ども・子育て支援法の改正案について。今国会にて、事業主拠出金の率の上

限引き上げ等に関する改正案が提出される予定。 

http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/index.html#kodomo_kosodate 

 

■ 【内閣府】第 25回規制改革推進会議【1月 18日】 

規制改革実施計画に基づき、本計画に盛り込まれた事項の実施状況についてフォ

ローアップを行う。本年 3 月末までに所管省庁から実施状況等の回答を求め、5 月以

降結果をとりまとめ、規制改革推進会議に報告・公表する予定。 

http://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/suishin/meeting/meeting.html 

■ 【内閣府】平成 30年第 1回経済諮問会議【1月 23日】 

中長期の経済財政の展望及び経済財政諮問会議の今年の検討課題に関する議

論。今回の中長期試算を基礎として、今夏までに、プライマリーバランス黒字化の達成

時期と、その裏付けとなる具体的な計画を決定する方向性が示唆された。 

http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2018/index.html 

■ 【財務省】財政制度分科会【1月 26日】 

平成 30 年度予算及び財政制度分科会の今後のすすめ方等について。 

http://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-

of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia300126.html 
 
 
 
 
 
 

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

政策動向 

http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/index.html#kodomo_kosodate
http://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/suishin/meeting/meeting.html
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2018/index.html
http://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia300126.html
http://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia300126.html
http://zseisaku.net/
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■ 第 157回社会保障審議会介護給付費分科会【1月 17日】 

平成 30 年度介護報酬改定に関し、運営基準等に関する事項に係る諮問について。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000191441.html 

■ 平成 29年度全国厚生労働関係部局長会議【1月 18日】 

厚生労働省各部局より、今後の取組方針等について説明が行われた。 

http://www.mhlw.go.jp/topics/2018/01/tp0115-1.html 

 

■ 社会福祉法人による「地域における公益的な取組」の推進について（通知）【1 月

23日】 

地域共生社会実現に向け、一層の取組推進をはかるため、当該取組にかかる運用

について解釈が明確化された。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000142657.html 

■ 社会福祉法人制度改革について（通知・事務連絡）【1月 23日】 

「「社会福祉充実計画の承認等に係る事務処理基準」に基づく別に定める単価等に

ついて」の一部改正について及び「社会福祉充実計画の承認等に関するＱ＆Ａ

（vol.3）」について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000142657.html 

■ 第 158回社会保障制度審議会介護給付費分科会【1月 26日】 

平成 30 年度介護報酬改定の主な事項が示された。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000192309.html 

  

厚生労働省新着情報より 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000191441.html
http://www.mhlw.go.jp/topics/2018/01/tp0115-1.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000142657.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000142657.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000192309.html
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開催日 会議名 会場 担当部 

2 月 5 日 
会計実務者決算講座 

（東日本） 

東京ファッションタウ

ンビル 
法人振興部 

2 月 6 日 
平成 29 年度 保育事業経

営セミナー 
全社協・灘尾ホール 法人振興部 

2 月 8 日 

平成 29 年度 全国地域包

括・在宅介護支援センター

研修会 

全社協・灘尾ホール 
高年・障害福

祉部 

2 月 11～13 日 
都道府県・指定都市社会福

祉協議会新任職員研修会 
ロフォス湘南 中央福祉学院 

2 月 13 日 
会計実務者決算講座 

（西日本） 

新大阪江坂東急REI

ホテル 
法人振興部 

2 月 13 日 
第 13回 権利擁護・虐待防

止セミナー 
全社協・灘尾ホール 政策企画部 

2 月 14 日 
高齢者福祉事業経営セミ

ナー（東日本） 
全社協・灘尾ホール 法人振興部 

2 月 14～16 日 
平成 29 年度 全国民生委

員指導者研修会 
ロフォス湘南 民生部 

2 月 15 日 

平成 29 年度 生活支援相

談活動管理職・担当者全国

会議 

全社協 5階 会議室 地域福祉部 

2 月 16 日 
平成 29 年度 障害福祉事

業経営セミナー（西日本） 

新大阪江坂東急REI

ホテル 
法人振興部 

2 月 16 日 

平成 29 年度 認知症の人

とともに暮らす地域づくりセ

ミナー 

全社協 5階 会議室 
高年・障害福

祉部 

2 月 16 日 
平成 29 年度 第 6 回政策

委員会 
全社協 5階 会議室 政策企画部 

2 月 19 日 
高齢者福祉事業経営セミ

ナー（西日本） 

新大阪江坂東急REI

ホテル 
法人振興部 

全社協 2 月日程 
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開催日 会議名 会場 担当部 

2 月 19～20 日 

平成 29 年度 研修企画事

業専門講座「人材確保力強

化セミナー」 

東京ファッションタウ

ンビル 
法人振興部 

2 月 21 日 
住民主体の地域包括ケア

推進セミナー 
全社協・灘尾ホール 地域福祉部 

2 月 23 日 

平成 29年度 都道府県・指

定都市社会福祉協議会生

活困窮者自立支援事業担

当者会議 

全社協 5階 会議室 地域福祉部 

2 月 26 日 地域共生社会フォーラム 全社協・灘尾ホール 地域福祉部 

2 月 27 日 
平成 29 年度 障害福祉事

業経営セミナー（東日本） 

TOC 有明コンベン

ションホール 
法人振興部 
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住民主体の地域包括ケア推進セミナー 

参加者募集中！ 

「地域包括ケアの深化・進化」に向けて、

「地域包括ケアシステムの強化のための介

護保険法の一部を改正する法律」（平成 29

年 5 月）により、「自立支援・重度化防止に

向けた保険者機能の強化等の取組の推

進」、「医療・介護の連携の推進等」とあわ

せて、「地域共生社会の実現に向けた取り

組みの推進等」がめざされており、今後、

各市町村では住民の地域福祉活動参加

への環境整備や全世代・全対象型の包括

的な相談支援体制づくりがすすめられることになります。 

また、平成 30 年度は診療報酬・介護報酬及び障害福祉サービス報酬の同時改定

となり、報酬改定の具体的な内容等を理解するとともに、各社協における事業経営へ

の影響を分析し、今後の戦略的な事業経営を展望することが不可欠となります。とくに、

福祉人材の確保・育成・定着への取組みとともに質の高い介護・障害福祉サービスの

実現がますます重要となります。  

本セミナーは、こうした制度の動きと介護報酬改定等をふまえ、社協における住民

主体の地域包括ケアの推進に必要となる事業経営の考え方と実践について研究協議

することを目的に開催します。 

 

 

 

日 時：平成 30 年 2 月 21 日（水）～22 日（木） 

会 場：全社協・灘尾ホール 

（〒100-8980 東京都千代田区霞が関 3-3-2 TEL.03-3581-4655） 

参加対象：市区町村社協、都道府県・指定都市社協職員  

定 員：250 名 ※定員になり次第締切 

参 加 費：8,000 円 ※「社協・介護サービス事業経営の手引き」を含む  

申込期限：平成 30 年 2 月 13 日（火） 

インフォメーション 

セミナーの概要 

↑画像をクリックするとホームページにジャンプ
します。 

https://www.zcwvc.net/2018/01/19/%E4%BD%8F%E6%B0%91%E4%B8%BB%E4%BD%93%E3%81%AE%E5%9C%B0%E5%9F%9F%E5%8C%85%E6%8B%AC%E3%82%B1%E3%82%A2%E6%8E%A8%E9%80%B2%E3%82%BB%E3%83%9F%E3%83%8A%E3%83%BC-%E3%82%92%E9%96%8B%E5%82%AC%E3%81%97%E3%81%BE%E3%81%99/
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【開催要綱・申込書のダウンロードはこちら】 

https://www.zcwvc.net/ 

 

 

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 地域福祉部（担当：宮内、志村） 

TEL 03-3581-4655 FAX 03-3581-7858 

 

地域共生社会フォーラム 

～ともに生きる豊かな地域共生社会づくりのために～ 

参加者募集中！ 

 

地域共生社会の実現に向けて、住民の

身近な圏域で、住民が主体的に地域課題

を把握して解決を試みる体制づくりと市町

村における複合的な課題を解決するため

の包括的な相談支援体制を構築するた

め、社会福祉法が改正されるとともに、自

治体の創意工夫ある取組みを支援するモ

デル事業が展開されています。 

本フォーラムでは、地域共生社会の実現

に向けた実践（PR映像）の紹介とシンポジウ

ムをもとに、今後のさらなる取組みと展開に向けた課題やポイントを考えます。 

 

 

 

日 時：平成 30 年 2 月 26 日（月）13:00～17:30（予定） 

会 場：全社協・灘尾ホール 

（〒100-8980 東京都千代田区霞が関 3-3-2 TEL.03-3581-4655） 

参加対象：市区町村社協、都道府県・指定都市社協、社会福祉法人、NPO、行政・自

治体関係者 等 

定 員：300 名 ※定員になり次第締切 

参 加 費：2,000 円（資料代） 

↑URL をクリックすると全社協 地域福祉・ボランティア情報ネットワーク（ホームページ）へジャンプし
ます。 

 

↑画像をクリックするとホームページにジャ
ンプします。 

セミナーの概要 

https://www.zcwvc.net/
https://www.zcwvc.net/2018/01/25/%E5%9C%B0%E5%9F%9F%E5%85%B1%E7%94%9F%E3%83%95%E3%82%A9%E3%83%BC%E3%83%A9%E3%83%A0-%E3%81%AE%E9%96%8B%E5%82%AC%E3%81%AB%E3%81%A4%E3%81%84%E3%81%A6/
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申込期限：2 月 19 日（月） 

プログラム： 

★実践報告・PR 映像 

地域共生社会の実現に向けた取り組みの PR映像の紹介、審査・表彰 

登壇者：映像・実践報告自治体の関係者（5 自治体程度） 

コーディネーター：坂本 文武 氏（一般社団法人Medical Studio 代表理事） 

 

★地域共生社会の実現に向けたシンポジウム 

     登壇者： 

迫田 朋子 氏 

（元ＮＨＫ制作局文化・福祉番組部 エグゼクティブディレクター） 

村木 厚子 氏 

（元厚生労働事務次官、津田塾大学総合政策学部 客員教授） 

本後 健  氏 

（厚生労働省社会・援護局地域福祉課 生活困窮者自立支援室長） 

※ほか調整中 

コーディネーター：湯浅 誠 氏（社会活動家・法政大学 教授） 

 

主 催：厚生労働省・社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

 

【開催要綱・申込書のダウンロードはこちら】 

https://www.zcwvc.net/ 

 

 

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 地域福祉部（担当：宮内、高橋、平井） 

TEL 03-3581-4655 FAX 03-3581-7858 

 

  

↑URL をクリックすると全社協 地域福祉・ボランティア情報ネットワーク（ホームページ）へジャンプし
ます。 

 

https://www.zcwvc.net/
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全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

 

 

<新刊図書> 

●『越境する地域福祉実践―滋賀の縁創造実践  

センターの挑戦』 

(谷口 郁美・永田 祐 著 A5 判 204 頁) 
 

2014 年に民間福祉の有志で創設した「滋賀の縁

創造実践センター」は、「自覚者が責任者」（糸賀一

雄）を合言葉に、生きづらさを抱えて暮らしている人

の現実から目をそらさず、できることの具体化に取組

んできました。家庭の事情等を抱えた子どもたちの夜

の居場所づくり、社会的養護の子どもたちの自立支

援など、制度のはざまにある課題解決のためのモデ

ル事業や分野や立場を越えた地域ぐるみのプラット

フォームづくりなどを行い、大きな成果をあげてきまし

た。 

本書は、取組みの原点にある気づきを持ち寄り協

働実践につないでいく場づくりなど、分野を横断した

地域福祉協働実践を創り出すプロセスと可能性を明

らかにする、「地域福祉実践にかかわる人」の必読書

です。 

(1 月発行 定価本体 1,200 円税別） 

 

  

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入

ページにジャンプします 

https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2946&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2946&_class=020101&_category=978-4-7935-1245-2
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●『民生委員・児童委員必携第 62集―地域共 

生社会の実現と民生委員・児童委員活動』 

（全国民生委員児童委員連合会 編 A4判 

48 頁)  
 

民生委員・児童委員活動に関連する制度等の概

要についてわかりやすく解説しています。第 62 集で

は地域共生社会の実現に向けた国の動向と検討の

経過を解説し、地域共生社会の実現に向けた地域で

の先駆的な取組みを紹介しています。 

また制度創設 100 周年を迎えた民生委員制度、民

生委員協議会の歴史を資料編に掲載。民生委員・児

童委員の皆さまに必携の書です。 

 

(1 月発行 定価本体 257 円税別） 

 

 

 

<月刊誌> 

●特集「認知症ケアをすすめるために」 

『ふれあいケア』2 月号 

認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）は、

認知症の人が住み慣れた地域で自分らしく暮らし続

けるため、必要としていることに的確に応えていくこと

を目的としています。新オレンジプランの 7 つの柱に

基づいたさまざまな施策は、着実に推進されていま

す。 

一方、認知症の利用者が増えていることで、介護

現場におけるケアのあり方も変化が求められます。そ

こで今回は、認知症の利用者に対し、介護現場にお

いて重要視しなければならない事項を検証し、新オ

レンジプランの実施状況と認知症ケアのあり方につい

て考えます。 

（1 月 22 日発売 定価本体 971 円税別） 
 
 
 
 
 
 
 
 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

↑画像をクリックすると図書購入

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2948&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2948&_class=120101&_category=17807
https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2949&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2949&_class=030101&_category=ISBN978-4-7935-1244-5
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●特集「平成 29年度『生活保護就労支援員全国研修会』から」 

『生活と福祉』1月号 

本号では平成 29 年 10 月 31～11 月 2 日に開催さ

れた平成 29 年度「生活保護就労支援員全国研修会」

から初日の抄録をお伝えします。 

就労支援に関する関連制度や事業、実践事例の報

告等を掲載しています。ふりかえりや事務所内の情報

共有にぜひ、ご活用ください。 

（1 月 22 日発売 定価本体 386 円税別） 

 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜レポート送付先＞ 

本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議

員、政策委員会委員、本会理事・評議員の方々にお送りしています。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2947&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2947&_class=120101&_category=05595

